
〈要約〉

本稿は長野県の北信地方の産業集積に関して，その形成過程に限定して考察したもので

ある。時期的には戦前，戦中から１９９０年代はじめ頃までとし，空間的には富士通・新光電

気系列の産業集積と坂城町の産業集積を中心に考察している。片倉製糸紡績株式会社田中

製糸所を富士通信機製造株式会社が買収し，須坂工場を設けた背景には戦中の軍需に川崎

工場だけでは対応できず，昭和恐慌，世界恐慌，さらに太平洋戦争に突入することで生糸

の輸出が絶望となった須坂の製糸業の苦難を結果として利したものと同時に，同工場が「陸

海軍を通じて転用工場第１号」となり，須坂が「航空兵器生産倍加運動」の場として，航

空機・通信用部品供給拠点として位置づけられ，こうした経緯で須坂が製糸から電子部品

の産地に変移した。また電子部品生産を手掛ける北信の企業にも半導体の普及に対応すべ

く半導体パッケージ，リードフレームの生産，さらにはその装置開発に勤しみ，成長して

いった企業が多く，本稿でもそのいくつかを取り上げた。また坂城町の産業発達とも共通

することであるが，北信地方では NC工作機械の導入・普及が早く，黎明期の NC工作機
械はその制御ソフト等が未熟で，その精度不足を補う日本企業の技術力が従業員の熟練技

能に大きく依存し，NC化の先発性とともに，導入された NC工作機械の精度不足を補う
熟練労働とが相俟って集積の強みが形成されたと考えられる。
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はじめに

長野県は１０の広域地域を設け，佐久地域・上田地域を東信，諏訪地域・上伊那地域・南信州地域

を南信，木曽地域・松本地域・北アルプス地域を中信，長野地域・北信地域を北信として位置づけ，

北信地方は現在，北から栄村，野沢温泉村，飯山市，山ノ内町，信濃町，長野市，木島平村，中野

市，飯綱町，小布施町，小川村，高山村，須坂市，千曲市，坂城町の１５市町村から構成されている。

本稿ではこの北信地方の産業集積の形成過程を跡付けていきたい。時期的には戦前，戦中から１９９０

年代はじめまでとしたい。９０年代半ば以降はその変容過程となるからである。北信だけでなく長野

県は広い範囲の電機産業１）に大きく依存する産業構造を有していただけに，１９９０年代半ば以降の日

系エレクトロニクス企業の東アジアでの事業展開２）の影響を受けやすく，産業空洞化が進展する中

で，デジタル化の進展によるモジュラー型オープンアーキテクチャのグローバルな普及と NC工作
機械の機能性向上に伴うメカトロニクス化のグローバルな拡大により国際競争力の低下に漸次直面

し，以前の雇用を維持することがむずかしくなった。北信に具体的に触れる前に，１９７５年から２０２０

年までの県全体，市別毎の雇用の動向を電機産業に軸をおいて概観しておきたい。

製造品出荷額等に占める電機産業の比率は１９７０年代に２０％台から８０年代には３０％台に，そして９０

年代には４０％台を占めるようになる。これを製造業従業者数，電機産業従業者数の推移でみると，

表―１のように県全体では，１９７５年から１９９０年にかけて電機産業の従業者数の増加幅は製造業全体の

増加幅１．１５倍をはるかに凌ぐ２．５８倍を記録し，絶対数でも電機産業で１０万人を超える雇用を１９９０年

に記録した。この間に製造業全体の増加数は３９４９５人で，電機産業の増加数はこれを上回る６１６２１人

であった。

１９７５年から１９９０年にかけての電機産業の雇用増加を地域別にみると，表―１から市部ではまず北信

から長野市で１．６７倍，中野市で４．４８倍，飯山市で３．０９倍，郡部をみると埴科郡で１．５３倍，上高井郡

で３．２１倍，上水内郡で１．４０倍増加している。東信では上田市で２．０倍，小諸市で１．７３倍，佐久市で

１．２９倍，北佐久郡で２．０６倍，小県郡で２．２５倍増大し，中信では松本市で１．５０倍，塩尻市で３．０倍，

大町市で１．５１倍，東筑摩郡で１．３３倍，南安曇郡で１．４４倍，北安曇郡で２．１２倍増加している。最後に

南信でも岡谷市で１．５４倍，飯田市で１．７７倍，諏訪市で１．５４倍，茅野市で１．９４倍，諏訪群で１．２９倍，

上伊那郡で２．０７倍，下伊那郡で１．５６倍増加している。率としては顕著な増加を示していないとはい

え，この間に須坂市は４０００人前後の電機産業の雇用を，伊那市は３０００人前後の電機雇用を，駒ケ根

�―１―（２）戦後富士通須坂工場の再編と長野工場の竣工

�―１―（３）新光電気工業株式会社の創業と事業展開

�―１―（４）株式会社山田製作所の創業と事業展開

１―１―（５）株式会社鈴木の創業と事業展開

�―１―（６）北信地方の産業集積を広げた企業群

�―２ 坂城町の産業集積

�―２―（１）坂城工業化の第１期

�―２―（２）坂城工業化の第２期

�―２―（３）坂城工業化の第３期
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表―１ 市別従業者数（全産業，電機産業）の推移

１９７５年 １９８０年 １９８５年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 １９９０年／１９７５年２０２０年／１９９０年

県計
産業計 ２５８，７０７２６４，３９６２９４，２６６２９８，２０２２７４，６５３２５１，３３９２１１，９９４１９１，２６１１８８，７２０２０２，２２２１１５．３％ ６７．８％
電機 ３９，０８４ ６８，００２ ９７，１２８１００，７０５ ９３，１３５ ８５，０８７ ７１，０１０ ６０，８７８ ５４，５８７ ５７，６８１２５７．７％ ５７．３％
電機比重 １５．１％ ２５．７％ ３３．０％ ３３．８％ ３３．９％ ３３．９％ ３３．５％ ３１．８％ ２８．９％ ２８．５％

長野市
産業計 ３０，９０１ ３０，０６８ ３２，２２３ ３２，５１６ ３０，３１６ ２７，１６１ ２０，２２５ １９，１３４ １９，１３５ １９，７２５１０５．２％ ６０．７％
電機 ６，９７７ ７，８２６ １０，６５７ １１，６６３ １０，２５０ ９，２５９ ６，０３７ ５，８４７ ６，１３０ ６，４７４１６７．２％ ５５．５％
電機比重 ２２．６％ ２６．０％ ３３．１％ ３５．９％ ３３．８％ ３４．１％ ２９．８％ ３０．６％ ３２．０％ ３２．８％

松本市
産業計 ２２，４８４ ２２，５８１ ２３，２６１ ２１，５４９ ２１，３１１ １８，４０２ １５，６２２ １３，６８４ １２，５８８ １３，６８２ ９５．８％ ６３．５％
電機 ４，１０９ ４，４５２ ５，２８０ ６，１７３ ７，６４７ ４，９８３ ４，６０２ ３，２０４ ３，３３１ ３，４１６１５０．２％ ５５．３％
電機比重 １８．３％ １９．７％ ２２．７％ ２８．６％ ３５．９％ ２７．１％ ２９．５％ ２３．４％ ２６．５％ ２５．０％

上田市
産業計 １７，２３９ １８，０２８ ２０，２４８ ２１，３５７ １８，４９７ １６，５５３ １４，１０７ １６，７８８ １６，７３８ １８，６０４１２３．９％ ８７．１％
電機 ３，６５３ ４，２３９ ５，９６２ ７，２９６ ６，６８０ ６，２８７ ５，０５４ ５，７８６ ５，４９４ ５，２８１１９９．７％ ７２．４％
電機比重 ２１．２％ ２３．５％ ２９．４％ ３４．２％ ３６．１％ ３８．０％ ３５．８％ ３４．５％ ３２．８％ ２８．４％

岡谷市
産業計 １６，４９６ １６，１７６ １５，９２４ １４，９１１ １２，７３２ １１，８９６ ８，９６１ ７，１０６ ６，８３０ ８，０１２ ９０．４％ ５３．７％
電機 １，６６８ ２，１４９ ２，５９８ ２，５６４ ２，８８７ ３，６９２ ２，０７１ １，１９４ １，３６０ １，７０２１５３．７％ ６６．４％
電機比重 １０．１％ １３．３％ １６．３％ １７．２％ ２２．７％ ３１．０％ ２３．１％ １６．８％ １９．９％ ２１．２％

飯田市
産業計 ９，５００ ９，８００ １３，５９５ １４，６０９ １４，３４２ １２，５４５ １１，１０２ １０，５６０ ９，３１６ ８，８７８１５３．８％ ６０．８％
電機 ２，８５０ ２，９９９ ５，２９９ ５，０３２ ５，０８２ ４，５０３ ３，８９５ ４，２１３ ３，５８８ ２，８２２１７６．６％ ５６．１％
電機比重 ３０．０％ ３０．６％ ３９．０％ ３４．４％ ３５．４％ ３５．９％ ３５．１％ ３９．９％ ３８．５％ ３１．８％

諏訪市
産業計 １２，５０８ １１，９５４ １０，１２１ ９，８６２ ８，２２９ ７，９１９ ５，３９１ ５，０７５ ４，６０９ ５，０８５ ７８．８％ ５１．６％
電機 １，０１３ ５８９ １，４０１ １，５５６ ２，２２６ １，３５０ １，３１７ ９０４ ７１５ ５９８１５３．６％ ３８．４％
電機比重 ８．１％ ４．９％ １３．８％ １５．８％ ２７．１％ １７．０％ ２４．４％ １７．８％ １５．５％ １１．８％

須坂市
産業計 ８，５５３ ８，６０９ ８，８８８ ９，３２２ ８，５３６ ７，９９９ ６，２５６ ５，９１５ ５，４１２ ６，１５９１０９．０％ ６６．１％
電機 ３，５９４ ３，８９０ ４，２８７ ４，０４９ ２，９０８ ２，９０４ １，３２６ １，２１０ ８７５ ８６５１１２．７％ ２１．４％
電機比重 ４２．０％ ４５．２％ ４８．２％ ４３．４％ ３４．１％ ３６．３％ ２１．２％ ２０．５％ １６．２％ １４．０％

小諸市
産業計 ４，１８８ ４，４７０ ５，９５２ ６，３２３ ５，５１１ ５，３５８ ４，３０４ ４，０６９ ３，６４１ ４，１９８１５１．０％ ６６．４％
電機 １，５７５ １，５２３ ２，７０４ ２，７３０ ２，３０４ ２，３９５ １，６５１ １，４４２ １，１８４ １，６３７１７３．３％ ６０．０％
電機比重 ３７．６％ ３４．１％ ４５．４％ ４３．２％ ４１．８％ ４４．７％ ３８．４％ ３５．４％ ３２．５％ ３９．０％

伊那市
産業計 ８，４０５ ８，７５５ ８，９６９ ９，１２３ ８，３７６ ６，９１９ ６，４７６ ６，０５０ ５，６３９ ６，３７３１０８．５％ ６９．９％
電機 ２，５７３ ２，６７２ ３，１５１ ２，９６５ ２，７７０ ２，３５４ １，９４３ ９８６ ６９９ １，００４１１５．２％ ３３．９％
電機比重 ３０．６％ ３０．５％ ３５．１％ ３２．５％ ３３．１％ ３４．０％ ３０．０％ １６．３％ １２．４％ １５．８％

駒ヶ根市
産業計 ５，１１５ ４，８８６ ５，６２９ ５，７９１ ５，４４１ ４，９２４ ４，７７０ ５，３１３ ４，６９２ ５，１２４１１３．２％ ８８．５％
電機 ２，５４４ ２，１３５ ２，６５４ ２，６２７ ２，１０６ １，４２９ １，８８４ ２，０９４ １，１６９ １，５４７１０３．３％ ５８．９％
電機比重 ４９．７％ ４３．７％ ４７．１％ ４５．４％ ３８．７％ ２９．０％ ３９．５％ ３９．４％ ２４．９％ ３０．２％

中野市
産業計 ３，２８１ ３，６９８ ４，５４８ ５，１５４ ４，８７８ ４，５０８ ４，０９０ ３，９０７ ４，３３０ ４，６７２１５７．１％ ９０．６％
電機 ４０８ ５６５ １，３２７ １，９７５ X １，６１９ １，３２２ １，２０１ １，６９７ ２，０６６４８４．１％１０４．６％
電機比重 １２．４％ １５．３％ ２９．２％ ３８．３％ ３５．９％ ３２．３％ ３０．７％ ３９．２％ ４４．２％

大町市
産業計 ４，４０２ ４，０４４ ３，６９９ ３，３５０ ２，９６７ ２，５３３ ２，１３２ ２，３１４ ２，２７８ ２，１１０ ８４．０％ ５７．０％
電機 ６７１ ９１４ １，０１２ X ８８１ ８２５ ５９５ ７４６ ５３２ ６２８１５０．８％ ６２．１％
電機比重 １５．２％ ２２．６％ ２７．４％ ２９．７％ ３２．６％ ２７．９％ ３２．２％ ２３．４％ ２９．８％ ０．０％

飯山市
産業計 ２，０２３ ２，１９５ ２，３９８ ２，４５０ ２，４２６ １，７６０ １，５９５ １，２８１ ９６２ １，５５５１２１．１％ ６３．５％
電機 ４６１ ６９６ ９５５ １，４２３ １，３４２ ８５４ １，０１４ ８６４ ５２３ １，１８４３０８．７％ ８３．２％
電機比重 ２２．８％ ３１．７％ ３９．８％ ５８．１％ ５５．３％ ４８．５％ ６３．６％ ６７．４％ ５４．４％ ７６．１％

茅野市
産業計 ６，５１９ ７，２０２ ８，１３７ ８，７５２ ８，６８１ ８，２８９ ８，３８２ ７，５５４ ８，１２０ ８，４８５１３４．３％ ９６．９％
電機 １，７１８ １，７７２ ２，７２１ ３，３２６ ３，１２１ ３，２７９ ３，１６３ ２，８９４ ３，１３０ ２，７１７１９３．６％ ８１．７％
電機比重 ２６．４％ ２４．６％ ３３．４％ ３８．０％ ３６．０％ ３９．６％ ３７．７％ ３８．３％ ３８．５％ ３２．０％

塩尻市
産業計 ７，６４５ ７，５４８ ９，６２８ ９，７０１ ９，２７６ ９，３０３ ９，０８６ １０，２９４ １０，８８３ １１，９７０１２６．９％１２３．４％
電機 １，１６０ １，０７１ ３，２３９ ３，４８３ ３，０５９ ４，３００ ４，５６９ ５，９４４ ６，３８４ ７，３９９３００．３％２１２．４％
電機比重 １５．２％ １４．２％ ３３．６％ ３５．９％ ３３．０％ ４６．２％ ５０．３％ ５７．７％ ５８．７％ ６１．８％

更埴市
産業計 ５，１８８ ５，０２９ ５，７２０ ６，４４０ ６，０６６ ５，０８４ １２４．１％
電機 ７８５ ７０５ １，４９６ ８９６ １，１８４ １，１８１ １１４．１％
電機比重 １５．１％ １４．０％ ２６．２％ １３．９％ １９．５％ ２３．２％

佐久市
産業計 ８，０３４ ８，３９１ ９，７７８ ９，６２５ ８，９０３ ８，０１８ ９，６５４ ８，６３１ ８，３３０ ９，０３８１１９．８％ ９３．９％
電機 ３，３２５ ３，４０７ ４，６６９ ４，３０１ ３，８５２ ３，４４９ ３，６９３ ２，９５０ １，９０５ １，８５０１２９．４％ ４３．０％
電機比重 ４１．４％ ４０．６％ ４７．８％ ４４．７％ ４３．３％ ４３．０％ ３８．３％ ３４．２％ ２２．９％ ２０．５％

千曲市
産業計 ７，０６２ ６，５１５ ６，７５４ ７，４００
電機 ― ― ― ― ― ― １，５００ １，７３９ １，５４３ １，６９１
電機比重 ２１．２％ ２６．７％ ２２．８％ ２２．９％

東御市
産業計 ３，９７３ ４，１０４ ３，３９８ ３，４４２
電機 ― ― ― ― ― ― １，４９７ １，０８３ ９７３ ８８３
電機比重 ３７．７％ ２６．４％ ２８．６％ ２５．７％

安曇野市
産業計 １１，３６７ ８，６２３ １０，８２５ １１，２９７
電機 ― ― ― ― ― ― ５，３７８ ３，２０８ ３，０１６ ２，９０８
電機比重 ４７．３％ ３７．２％ ２７．９％ ２５．７％

資料：長野県工業統計調査，経済センサス活動調査各年から作成。
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市も２０００人規模の電機産業の雇用を実現しており，県全体での電機産業の隆盛は県各地での電機産

業の発展を全体として示したものと考えられる。県各地で電機産業の発展がみられたこと自体長野

県の産業構造の一つの特徴をなすものと考えられる。そこには共通する発展要素，要因を検出する

こともできるが，各地域の電機産業の発展は，地域ごとの特色を反映した側面も見出さなければな

らない。そこで地域ごとにどのような要素，要因が働いて地域ごとに特色のある電機の産業集積を

かたちづくり，発展してきたのか，地域の実情に即してみていく最初の試みが本稿である。

製造品出荷額等に占める電機産業の割合は２０００年には４７．２％を占め，この４０％台は２０１１年まで継

続するも，２０１５年，２０２０年に３５％に低下する。１９９０年から２０２０年にかけて県全体の電機出荷額は

８６．７％に低下しているが，市別にみると須坂市はなんと６．８％に，佐久市は１９．１％に，伊那市は１９．４％

に，駒ケ根市は２０．９％に，諏訪市は２５．５％に，茅野市は４７．４％に，安曇野市も５２．６％に落ち込んで

いる。表―１に示されているように，電機産業の従業者数はこの同じ期間に５７．３％減の４３０２４人減少

し，須坂市では２１．４％に，伊那市で３３．９％に，諏訪市で３８．４％に，佐久市で４３．０％に減少している。

これら地域での電機産業の後退はどのような要素，要因が働いたのかについても別稿を用意して分

析していきたい。

また逆に塩尻市のようにこの１９９０年から２０２０年にかけて電機出荷額を２．３９倍に増加させ，電機産

業の従業者数もこの間に２．１４倍増やしているところもある。この増加要因は容易に想像できるよう

に，塩尻市に二つの大規模な事業所を有するセイコーエプソンの市内での事業活動に大きく規定さ

れている。１９９０年から２０２０年までの市別ごとの製造品出荷額等の推移を棒グラフで示したものが図

―１３）である。確認しておくと，１９９０年と１９９５年は長野市の出荷額等がトップの位置に，２０００年にな

ると長野市，松本市，上田市の出荷額等が拮抗する。ところが長野市の出荷額等は２００５年，２０１０年

に大幅に減少し，この両年に安曇野市が圧倒的出荷額等でトップの位置に立ちながらも，２０１５

年，２０２０年にはこれまた大幅に出荷額等を減少させ，代わって塩尻市の出荷額等がトップの位置を

占めるのである。塩尻市の出荷額増大の要因がセイコーエプソンにあるように，長野市の出荷額の

図―１ 長野県市別製造品出荷額等の推移（１０００万円）

資料：長野県工業統計調査，経済センサス各年版より作成。
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動向は富士通に，安曇野市の出荷額の動向はソニーに大きく規定されている。出荷額等の落ち込み

はその多くがその地域の産業集積の頂点に立つ企業のリストラにあり，ここで必要なことはその事

実確認だけではなく，企業リストラを実施しなければならなかった要因を詳細に分析することであ

る。その場合集積形成をもたらした要因と集積縮小・解体をもたらす要因の関係性の解明も必要と

なる。さらにそのリストラがその地域に及ぼす影響を明らかにしたうえで，その地域で新たな集積

が形成される芽も見逃さないことが必要となろう４）。

北信では集積縮小の直接的引き金となったのは富士通長野工場，須坂工場での事実上２０００年から

始まっていたリストラである５）。こうしたことを踏えた上で，本稿では北信地方の産業集積の形成

過程に焦点をあて，集積の中心を担った企業ならびにその関係企業群に触れながら，集積形成を可

能とした諸要因を剔出していきたい。

� 北信地方の産業集積の形成過程

北信地方については現千曲市から新潟県妙高市に跨がって富士通・新光電気系列の産業集積が形

成され，また坂城にも「坂城ドリーム」と呼ばれるまでにユニークな産業集積が形成されたので，

この二つの集積の形成動向を中心にみておきたい。

�―１ 富士通・新光電気系列の広範な産業集積の形成

�―１―（１）戦時下富士通信機製造株式会社須坂工場と須坂製糸業

富士通信機製造株式会社は富士電機製造株式会社（古河電気工業とジーメンスの提携により１９２３

年に設立）の電話部所管業務を分離して１９３５年に創立された。創立当初工場は富士電機川崎工場

（現川崎区）に置かれていたが，創立来逓信省その他からの大量の受注が相次ぎ，加えて川崎工場

での「錆の発生」問題もあり，新工場を川崎市中原に１９３８年に竣工した。日中戦争も柳条湖事件か

ら盧溝橋事件を経て泥沼化するなか，通信機についても軍需はますます増大し，中原の川崎工場で

は対処できず，新たな工場の選定に迫られた。結局長野県上高井郡須坂町の片倉製糸紡績株式会社

田中製糸所が候補として絞られ，交渉の結果買収契約が１９４２年２月１７日に結ばれ，同年４月１６日に

須坂工場が開設された。

この須坂工場については，米空軍による日本本土空襲が工場開設二日後の４月１８日から開始され

るので，設立工場は厳密な意味では疎開工場ではなかった。まず労働力の確保について考えると，

軍需の増大によって首都圏を避ける必要があり，従業者を引き継ぐことを条件に工場を譲渡しても

らえれば，労働力の確保の心配もない。しかも片倉製糸紡績株式会社田中製糸所であれば「規律正

しい優秀な従業員」である期待もできる。そして「昭和１６年７月，米国，英国，オランダの三国が

日本在外資産を凍結する措置をとったため，これら諸国に対する輸出が全面的に禁止され，このた

め……繊維関係企業は大きな打撃を受け，業種を転換しなければならない状況に追い込まれた」（富

士通信機製造株式会社［１９６４］，６４頁）点を考慮して，常務取締役の六所静一が極秘に「繊維関係

の遊休工場を従業員ともども転用する計画をたて」（富士通信機製造株式会社［１９６４］，６５頁），「昭

和１６年夏片倉製糸本社に同工場を売ってもらう交渉をこころみ」（６８頁）ていた。渋っていた片倉

製糸も社長の片倉兼太郎の合意を同年１２月８日に取り付け，上記の経過をたどって「陸海軍を通じ

て転用工場第１号」（同前）となった。このように須坂への展開の目的は疎開というより，直接的

には優秀な労働力の確保にあり，それが戦時下で製糸業の苦境を利したものだったといえよう。
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１９４２年４月に引き継いだ当時の従業員は「係員１４名，男工２８名，女工３７３名合計４１５名」（６９頁）

で，「４月１２日１０４名，５月４日７３名，５月３１日８１名の実習生を川崎工場に派遣して，それぞれ３週

間ないし１か月間の作業実習教育を行い」，「これと並行して川崎工場から束線，電話機，コンデン

サー，ヒートコイル等の組立作業を逐次移管し……，まず５月８日束線作業を実施し，次いで９日

電話機組立作業を開始し，５月２２日須坂工場最初の製品である電話機８５台を完成した」（６６頁）。「う

ち８２台が良品と決定した」（７０頁）という。

また１９４３年９月に「須坂工場隣接の合資会社東行社生糸再繰所を買収し……電探用部品」の製作

を，「東行社の転業に伴って製糸業を休止した青木，神林，遠藤の各氏所有生糸工場を協力工場に

加え，W金物（航空機用リレー）の製作」（同前）を委託した。「須坂工場隣接の合資会社東行社
生糸再繰所」の生糸再繰所とはおそらく「共同揚返所」のことと考えられる。まず東行社とは１８７５

年に設立された日本初の製糸結社である。当時須坂では器械製糸は普及せず，須坂でこれを導入し

た青木甚九郎と遠藤万作の器械製糸が「横浜の売込商に優良糸と認められ，高値で取引されたこと

が何よりの刺激」（須坂製糸研究委員会［２００１］，２８頁）となり，この両名を副社長，社長を河東（千

曲川東岸）地区蚕種取締大総代にして豪商の小田切辰之助として，「優良で糸質のそろった生糸を

一括して輸出すること」（同３１頁）を目的に設立された。社名は“須坂の糸が東方に行く”（同３０頁）

ために付けられ，その要所はこの「共同揚返所」にあり，「我ガ工場ハ数所ニ配置シアルヲモッテ，

万一製糸粗悪ニ流レンコトヲ恐レ，揚返所ヲ新築シ各所ノ製糸ヲ纏メ同一ニ揚返サシム」（明治１３

［１８８０］年の業務沿革総説）ことにある６）ので，先駆的取り組みを実施した東行社にとってみれば，

戦争，その拡大によってとどめを刺されたことになる。

とどめを刺されたのは東行社だけでなく，その加盟製糸所も製糸業を続けていくことができず，

先に見たように「青木，神林，遠藤の各氏所有生糸工場を協力工場に加え」たと富士通信機製造株

式会社［１９６４］にあったが，詳しくは神林製糸は「昭和１８年１１月企業整備令により製糸業を閉業し

て１２月富士通須坂工場の下請けをするようになった」（須坂製糸研究委員会［２００１］，１２０頁）７）との

ことで，須坂ではこうした経緯で「航空兵器生産倍加運動」が実施され，その１９４４年１１月の報告で，

富士通信機（株）須坂工場では６９９名の従業員で通信機器を月産９７台，須坂航空機材（株）では従

業員７７４名で航空機用軽合金鋳造を月産１００個前後，日本測定器（株）須坂工場では従業員５１０名で

電波兵器・無線兵器を月産で１００前後，日東電機工業所では従業員３１０名で無線通信機・警戒機を月

産で１００前後，辻本電機製作所須坂工場では１２０名の従業員で無線通信機・警戒機を月産で１１０前後

の実績が記録されている。須坂製糸研究委員会［２００１］によると，「昭和２０年には最盛期の４０製糸

工場は軍需工場７工場，取壊工場８工場，転換工場２３工場となった。製糸操業工場はわずかに昭栄

製糸８）と北村製糸場の２工場になってしまった」（１２１頁）という９）。

�―１―（２）戦後富士通須坂工場の再編と長野工場の竣工

富士通信機製造株式会社須坂工場は敗戦後も１９５６年１１月に鉄筋コンクリート２階建の工場２

棟，５９年６月にも同等の工場１棟を増設した（富士通信機製造株式会社［１９６４］，１４７頁）。この設

備の拡充は同社の全国的な工場再編を含む企業機構再編によって実施された。１９５９年１１月に小山工

場が開設されるに伴い，「須坂工場から電話機および交換機部品の製造」（１４８頁）が移管され，１９６１

年には同社が「通信工業部と電子工業部を中心とする工業部制を採用」（富士通株式会社［１９７６］，３１

頁）するとともに須坂工場は電子工業部の工場と位置づけられたのである。須坂工場のこのような

位置づけの根拠は清涼で水の豊富な須坂の自然環境にも求められようが１０），叙上の戦時体制下で強

74



行された「航空兵器生産倍加運動」の残影としても考えられよう。航空機用リレー，航空機用軽合

金鋳造，無線通信機・警戒機が製造され，その中核工場の富士通信機製造須坂工場は当然電子部品

製造のノウハウ，新たな電子部品の製造能力を蓄積していったと想像され，高度経済成長下の家電

製品生産が急増するなか，そこに供給される電子部品の生産を担っていき，次第に労働集約分野の

電子部品の生産はアウトソーシングし，技術集約的にして高付加価値の電子部品の生産に特化して

いった。電流のオン・オフ機能を有しながら電流を製品に接続するリレーは現在その役割の大半を

半導体スイッチが担っているものの，それまではどの家電製品にも必要不可欠な部品でありながら，

コイルの巻き線等労働集約的分野であったために，富士通信機製造須坂工場ではこれを子会社にそ

の製造を担当させた。後に新光電気のところで触れるように，リレー，チューナーの生産を新光電

気に発注するものとなるが，富士通信機製造須
�

坂
�

工
�

場
�

の子会社の第１号となったのは「１９６４年信濃

町古間に開設した信濃電子である」（４９頁）。

信濃電子は東洋特殊電器株式会社の信濃町工場を，１９６４年に富士通信機製造が支援することにな

り，富士通信機製造が８０％，東洋特殊電器株式会社が２０％の出資で信濃電子株式会社が設立され（新

光電気工業株式会社史編纂委員会［１９８８］９５頁），「７３年には１００％出資の富士通部品と社名を改め，

表―２ 富士通，富士通須坂工場直系企業工場の従業者数の推移（１９６０，７０，８０年代）

工場 所在 １９６４１９６７１９６９１９７１１９７３１９７５１９７７１９７９１９８１１９８３１９８４１９８６１９８８１９９０ 主要製品

富士通
須坂工場 須坂市 ２，２７２２，３６０２，８００２，９１０２，５０３２，８０９２，０７９２，０９６２，０６２１，９０８１，８６７２，１０２１，９６７１，６００電子部品，デバイス

長野工場 長野市 ３５６１，６３０２，２６４２，５６０２，６７０２，７５６２，５５０２，４５０２，８４０２，８４０３，６５０３，７７９４，０３０電子計算機

信越富士通
（蒲原製作所） 須坂市 ３２０ ３１２ ３５０ ３４９ ３５６ 磁気記憶装置

（旧信濃電子） 信濃町 １２４ １９８ １９８ ４６２ ３６４ ３６４ ３８０ ３８０ ４５０ ４６５ ４６５ ４７２ ４６３ ３２０プリント基板

しなの富士通
（旧昭栄電子） 須坂市 ３０６ ２８０ ３００ ２８５ ２８５ ３１３ ２２６ ２１４ ２４２ １９９ キーボード

本社 飯山市 ３４０ ３６８ ３４３ ５１０リレー

（旧昭栄電子）山間部工場
牟礼村，鬼無
里村，栄村，
津南町（新潟）

７７ ７３ ４２５ ６４ ６５ ７４ １５７ １３０ １３２ １１２ １１５
産業用コネクター，
キーボード

溝口製作所
三水村，牟礼村，

須坂市
１１０ ２２７ ２３４ １００

産業用コネクター，
キーボード

柏原製作所 信濃町，戸隠村 ４４ ４４ ４４ １００ １００ １７３ １６５ １００

長野双立電機 長野市，須坂市，高山村 ３４ ５７ ６７ ６５ １０３ １０３ １０１ １１１ １０７ ８５ ８５ １６９ １７４ １６５通信用電子部品

資料：長野県商工課『工場名鑑』に信州地理研究会が調査を加えて作成，出典同［１９９３］５３頁）。

表―３ 富士通長野工場，須坂工場従業者数の推移（１９９０年度から２０００年度，決算日３月３１日）

富士通長野工場

１９９０年度１９９１年度１９９２年度１９９３年度１９９４年度１９９５年度１９９６年度１９９７年度１９９８年度１９９９年度２０００年度

３，６９７ ３，７６０ ３，７３６ ３，７１２ ３，５４７ ３，３８６ ３，２６１ ３，２５１ ３，１９４ ３，２１１ ３，１１８

プリント基板 外部記憶装置＋

富士通須坂工場

１９９０年度１９９１年度１９９２年度１９９３年度１９９４年度１９９５年度１９９６年度１９９７年度１９９８年度１９９９年度２０００年度

１５６６ １５７０ １６２１ １５９５ １５３３ １４６８ ５７１ ５５３ ５００

コンポーネント メディアデバイス

資料：富士通株式会社有価証券報告書より作成。
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リレーの主力工場とし，その後，北信および上越地方に展開していく子会社や下請けの拠点とし

た」１１）（信州地理研究会［１９９３］，４９頁］。

富士通須坂工場の第２の子会社は溝口製作所である。「７６年，信濃町柏原製作所とその分工場戸

隠工場にも資本と技術の参加をし，８２年には全額出資の子会社」（同前）とし，須坂市南原工場，

また廃業していた牟礼村の工場も買収し，これら４工場の「いずれも仕事になれた主婦層を中心と

する労働力を吸収しつつ設備を近代化し，リレー類の製造にあたらせた」（同前）。富士通須坂工場

の第３の子会社は昭栄電子であり，先に触れた昭栄製糸へ６７年に資本・技術参加して「昭栄電子を

創設し，８３年には全額出資の子会社とし……かつて繭取引の合った鬼無里村，栄村，牟礼村に県過

疎対策誘致条例の適応を受け，次々と分工場を設立し，農村主婦を新しく吸収していった」（４９頁

～５０頁）。さらに「１９８２年昭栄電子をしなの富士通と改め，北信および上越地方の子会社の中継工

場にすえた」（５０頁）。

１９６６年に新光電気が仮登記していた長野市尾張部の用地に，富士通では初めての電子計算機専用

工場として長野工場（鉄筋コンクリート３階建，延べ９８３０�）を開設し，FACOM２３０―１０の量産を
行い，１９７０年には多層プリント板工場（約２万�）を竣工し，７０年度には従業員約２４００名を数えた
（富士通株式会社［１９７６］，７３頁）。その後ハードディスク製造も加わり，表―２に示されているよう

に従業者数は１９９０年には４０００名に達し，北信地方最大の雇用規模となった。９０年代は表―３のように

減少しながら３０００人強水準となる。須坂工場はこの表―２にあるように６０年代後半より７０年代半ばに

ピーク水準を維持しながらも，漸次雇用数が減少しながらも２０００名前後を維持していた。しかし，９０

年代になると後半に激減するものとなる。両工場の９０年代以降の考察は別稿を用意したい。

�―１―（３）新光電気工業株式会社の創業と事業展開

１９４２年１２月に富士通信機製造は長野市南石堂町の長野電興舎を買収し，須坂工場の付属工場とし

てシグナルランプの製造を担わせるようになった（富士通信機製造株式会社［１９６４］，６７頁）。１９４４

年３月，石堂工場は富士電機研究部によって設備・従業員ごと借り受けられ，軍用品である真空熱

電対の生産が行われ，名称も富士電機研究部長野分所と改められた（新光電気工業株式会社史編纂

委員会［１９８８］，２８頁）。富士電機研究部は川崎で「軍用であるレーダーに使用する高周波電波電流

測定用真空管（真空熱電対）の開発，製造を行って」いて，この製造を「川崎から疎開させる必要

に迫られていた」（同前）という。

敗戦により真空熱電対の需要はなくなり，１９４５年１１月，富士電機研究部長野分所の操業は終息し，

この間，奥田孝治（富士電機研究部長野分所研究部長），光延丈喜夫（富士電機研究部長野分所工

場長）は民生用電球の製造工場としての続行を模索し，１９４６年２月，合資会社長野家庭電器再生所

を設立し，長野分所時代からの約６０名の従業員をそのまま引き継いで，奥田孝治が社長，光延丈喜

夫が工場長，松橋朝三が総務を担当した（同書３１～３２頁）。買収した長野電興舎はもともと電球を

造っていたこともあり，長野家庭電器再生所の中心的業務は家庭用電球のリサイクルで，「家庭用

電球の製造は，真空技術と金属加工技術および金属封着技術の３つの要素によって支えられ」（３５

頁），これら技術はその後の半導体パッケージ分野への展開にあたって技術的な基盤となり，当社

のキーテクノロジーとして継承されていくこととなる。「家庭用電球をはじめ通信用電球，工業計

器用部品などの取扱製品の増加とともに」（３６頁），操業わずか７か月にして新光電気工業株式会社

として新たな出発を実現することとなった。

新光電気工業株式会社史編纂委員会［１９８８］には当初の製品品目が記されている。まず「光延が
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富士電機時代に，ジーメンス社の図面に基づいて開発した」リングチューブで，「火力発電所や製

鉄所などにおいて，石炭の自動燃焼装置に使用された」製品で，「昭和２３年には月産３０～５０個程度，

売価は１個３００円ぐらいであった」。次いで新銀スイッチであり，これは真空技術，ガラスと金属の

封着技術の応用展開された省電力型スイッチとして利用された。「マノメータ」はガラス管を U字
型に加工し，ガスの圧力測定，血圧測定等の流量計に用いられ，月産２００個生産した。最後に記さ

れているのがバラストランプで，「過電圧に対する機器回路の保護を目的とする抵抗ランプ」で，「富

士通向けに月産２００個の生産を行っていた」。「こうして，当社の営業品目は家庭電球から，通信用

電球へと重点を移し，加えて抵抗管，工業計器部品という三本柱が確立されていった。……ちなみ

に当時の主たる取引先は，富士通川崎工場，および富士電機松本工場であった」（３８～４１頁）。

新光電気がさらに飛躍することになるのが半導体パッケージの量産化への体制固めである。１９４７

年から４８年にかけてベル研究所でのトランジスタ現象の発見と固体による増幅素子，すなわちトラ

ンジスタの発明は２０世紀最大の発明と呼ばれ，今日日進月歩で進歩する情報通信社会の出発点と

なった。通信機器についても早晩半導体素子がその主要デバイスになることが予想されることから，

新光電気の当時の主力製品の通信機用ランプも半導体に切り替えられることに対応すべく，半導体

パッケージへの参入が視野に収められるようになった。「国産トランジスタが実用化される」１９５５

年に光延は当時富士通信機製造の材料研究部長の田淵誠一に半導体製品の開発について相談し，「こ

の結果，半導体も，ガラスと金属を用いて素子（半導体チップ）を内部に封入する点において，当

社が有する技術の延長線上にあることから，当社は半導体パッケージを通じて半導体分野に参入す

ることを決意したのである」（５５頁）。しかし，「半導体分野への参入にあたっては，多額の資金調

達と技術導入の道を開くことが先決で」，富士通信機製造「の傘下に入ることを決意し」（５６頁），１９５７

年２月に富士通信機製造の資本参加が実現された。その結果同年６月に６００万円，１９６０年８月には

１２００万円，１９６２年７月には３０００万円の増資が実現された。

富士通信機製造の資本参加以前の１９５３年に光延は封止マシンを改良してダイオード用ケースの試

作を行っていたが，「手作業が主体で，タブレット製作においては，ガラス管を切断し，そこにガ

ラス粉末を手で詰め込み成形していた」。富士通信機製造の資本参加後の１９５９年に「タブレットマ

シン（粉末成型機）を導入」し，「ガラスと金属の封着についてもコンベア炉の導入によって量産

化への道を開いた」（６６頁）。しかし，封着後のメッキ工程の内製化が喫緊の課題として残っていた。

１９６１年，光延は安福眞民（当時富士通信機製造半導体技術課長）に同行して渡米し，GTI社，ハ
ーマタイト社を訪問し，GTI社との技術提携をまとめ，当時の厳しい為替管理の下で２年を要して
１９６３年５月に契約金５万ドル（半月分の売り上げ），十年契約を内容とする GIT社との技術提携が
認可され，同年９月から３か月間にわたって若手技術者を GTI社に派遣し，翌６４年に富士通信機
製造「第４研究室で松崎弘行に指導を仰」ぎ，マッチドタイプのコバールとガラスの溶着技術（松

崎仕様書）の習得に努めた。GTI社からの技術導入の方法については以下のように記されている。
「当時 GTI社からの量産技術の導入にあたっては，ローダー（荷積み機），ベルトコンベアーに始
まり，バレル，整流器などの設計も GTI社の装置そっくりに模倣するとともに，メッキ薬品にい
たるまで GTI社使用品を購入するという具合のまさに徹底した模倣であった。技術力の即時導入
を図るという観点から，GTI社の量産技術そのものを，細大もらさず徹底して導入する方策が採ら
れたのである。……良いもの，優れたものから学ぶ際には，まず徹底して模倣してみる。それから

何が真のノウハウなのか，どこがポイントなのかを経験しつつ学びとっていく方法が適切である。

当社の技術陣もこうしたなかでノウハウを学び，さらに高めていった。それはやがて GTI社をも
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上回るノウハウの蓄積となってゆくのである」（６８～６９頁）と。JAPAN as No．１ともてはやされて
すっかり忘れ去られた情景である。

昭和３０年代はリレー組立，ネオンランプ，テレビチューナーなど新規取扱製品にも進出し，この

リレーは富士通信機製造須坂工場長の篠田四五が当社社長に就任したのに伴い，昭和３２年富士通信

機製造須坂工場から受注した。またテレビチューナーも富士通信機製造須坂工場より技術移管を受

けて，昭和３６年２月より正式に製造を開始した。リレー，チューナーは三種の神器需要の隆盛によ

りその売り上げも増え，新光電気の売り上げに占めるこれらの割合は昭和３０年代に４割から６割の

幅を占め，「昭和３５年の部制以降と，それ以降の相次ぐ工場増設の要因となった」（７８頁）。

工場建設に関しては長野市の工場誘致条例適用第１号となった栗田工場が１９５７年１２月に開設され

た。叙上の富士通信機製造の資本参加による増資を担保に中小企業金融公庫，八十二銀行から１１００

万円借り入れ，総額１５００万円を投入して建設された。先に触れたコンベア電気炉（３００万円）もこ

の工場に導入され，５９年６月にはリレー組立等の業務を行う D棟，１０月には C棟が完成し，プレ
ス加工工場としたが，６１年度前期にはエレマトンネル炉，平面研削盤，測定器，自動旋盤も導入し

た。B棟は先行して６０年に完成していたが，富士通信機製造須坂工場に納入する機構部品組立工場
として稼働しながらも，６１年２月にはテレビチューナーの組立も開始される。また１９６３年には「プ

レス加工が増加してきたことから，これに対応するため１０トンプレス機も導入された」（７９～８１頁）。

トランジスタから ICの時代になると集積度が高まるので，リード線の限られたガラス端子から
多ピン化した ICパッケージの製造が必要とされ，当初フェアチャイルド社の DIPタイプが標準と
なっていて，新光電気は１９６７年６月に富士通との間で「フォルステライトと低融点ガラスを用いた

パッケージ製造に関する技術援助契約を締結し」（９８頁），DIP―１０を開発，以後約１０年間製造され
ていたが，「DIP―１０に用いられたリードフレームはフォトエッチング→アルミ蒸着で製造されてい
たが，エッチングは高コストの上低量産性で，これらを解決するにはプレス加工が不可欠で」，「昭

和４３年には技術者を富士通の生産技術部門に派遣し，金型の設計・製作の基礎技術を習得させ，リ

ードフレーム用金型の試作に着手」（９９頁）した。富士通より修得した製作技術は，金型をあらか

じめ幾つかのブロックに分けて研削盤で加工した後，各ブロックを組み合わせるもので，総研削割

型と呼ばれるものであった」（１０１頁）。

リードフレームでは後発の新光電気は市場として最も期待される「MOS型 IC用リードフレー
ムへの参入を目標に」（１０３頁），「金型製造部隊の増強，プレスマシンの増設など量産体制の拡充が

強力に推進され，またこの一環としてメッキ部門においては，昭和４９年秋に Reel−to−Reel連続メッ
キ装置の第１号機が自社開発によって生み出され」，「リードフレーム一貫生産体制が整備され，昭

和５５年，一大量産工場としての高丘工場建設へと発展していく」（１０３頁）。

リードフレーム，多層セラミックパッケージ等 ICパッケージ部門の成長はあるものの，創業時
からの「ランプ，工業計器部門は安定した収益確保が期待できる部門であ」りながらも，「組立・

検査等の労働集約的側面を有しているため」（１１９頁），新光電気も「農村地域のパート労働力の活

用という方針に基づき」，「ランプ・工業計器類の組立・検査作業の展開として昭和４７年１０月に中条

村大畠に作業所を開設」し，カーボン治具担当用に「１１月に長野市信更町に高野作業所の創業を開

始した」（１１９頁）。さらに「ガラス端子の組立を行う笹平作業所」も開設し，これら３作業所を統

合して「昭和４８年４月，長野市七二会に新光パーツ（株）」を設立した（１２０頁）。また県を超えて

新潟県中頸城郡吉川町に同年９月に「吉川新光（株）を設立し，通信用ランプ製造を主に，ガラス

端子のスポット溶接なども行」った。その後「新井工場の開設に伴い，その衛星工場としてサーディッ
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プパッケージの組立，ICアセンブリ業務へと展開」（１２１頁）した。開設当時の従業員は中条村大
畠作業所は約３０人，信更町高野作業所は約１０名で，七二会の新光パーツは増資もあって１９８５年には

１３０名余を数えた。長野市周辺の山間部での労働力確保はさらに県外にも拡大した。この直後に記

すオイルショックの影響を克服した後に半導体パッケージの売り上げを伸ばす中，労働力確保が差

し迫る問題となり，先に富士通のところでふれた信濃電子の遊休状況にあった新井工場（新潟県新

井市，現妙高市）を折衝の結果，新光電気の新井工場として開設した。

新光電気も順風満帆に進んでいけるものではなかった。新光電気株式会社史編纂委員会［１９８８］

ではオイルショックが「新光が直面した最大の危機」と記され，１９７５年には「生産能力の１／２以下
という惨憺たる受注状況に陥」り，「昭和４９年１０月から昭和５０年９月までの１年間で約５億円の欠

損を計上」し，「昭和４９年１０月から昭和５０年３月までの間，通算１６日間のレイオフを実施し，さら

に昭和５０年３月には２３０名の希望退職を募」（１２３～１２４頁）る事態となった。結果的には富士通から

４億５０００万円の資金援助によって救済されたのであるが，以降急速に業績を改善し，「昭和５２年に

は早くも累積欠損を解消，さらに昭和５４年にはオイルショック時の賞与圧縮分を従業員に還元」（１２５

頁）することができたという。

半導体はその高集積化・多機能化が進めば，それを製品に組み込み，ダウンサイジングとともに

多機能・高機能化が実現され，こうした半導体の製品活用が進めば，さらなる半導体の需要が高ま

り，その高集約化・多機能・高機能化がもたらされ，その製品活用，工作機械への活用が進み，社

会全体としてME化が進展し，半導体の生産も劇的に増大し，ひいてはそのパッケージ需要も急
増するものとなった。ICチップに実装される素子（トランジスタ）の数は１８か月で倍増するとい
うゴードン・ムーア（インテルの創始者の一人）経験則（１９６５年発表）は日本においてもトレンド

として示され，メモリーも「昭和４５年に１K（キロビット）……の後昭和４９年に４K，昭和５１年に
１６K，昭和５４年に６４K，昭和５８年２５６Kと，ほぼ４年サイクルで新製品が開発され」，ICの生産額で
も「昭和５１年の１７６２億円から昭和５９年の１兆８２８０億円へと，年率３３．５％にものぼる驚異的な成長」

（新光電気株式会社史編纂委員会［１９８８］，１３８頁）を実現した。

しかしこのような４年サイクルで新製品が開発される技術水準は企業当事者に即して考えると

「最新設備の導入と開発を推し進めながら，他方ではそれら製造に関わる設備の償却・更新はきわ

めて短期間になされなければならないという二律背反」（１４０頁）を背負うことになり，「もしもそ

こで積極的な開発姿勢や設備投資を怠れば，たちまち市場への適応能力を失い，確実に競争力を失っ

てしまう」（同前）と新光電気工業株式会社史編纂委員会［１９８８］では戒め，事実設備投資は「昭

和４０年代には年間平均２億５０００万円（対売上費１０．８％）だったものが，昭和５４年度；約１５億円（対

売上費１３％），昭和５５年度；３３億円（対売上費１８％），昭和５７年度；４３億円（対売上費１７％），昭和

５８年度；５７億円（対売上費１８％），昭和５９年度；１１４億円（対売上費２５％）へと急増した（１４１頁）。

設備投資だけでなく，研究開発にも注力し，「昭和５８年委は技術センターを開設し，さらに昭和６０

年には，当社の開発全体を統括する部門として開発部を設け」た（同前）。

「リードフレームの製造工程は金型起工・製造―プレス―メッキ―切断―テーピング―検査とい

うプロセスを経て市場に送り出される」（１６３頁）。当初新光電気では「更北工場において金型の起

工・製作とプレス加工の前工程まで行い，栗田工場においてメッキ以降の後工程を処理するという

二段階のプロセスを踏んでいた」（１６５頁）。１９８０年に A棟，B棟を開設した高丘工場（中野市の工
業団地）は世界で始めてのリードフレーム一貫生産工場であった。さらに１９８５年には「金型工場（G
棟），エッチング専用工場（H棟）を建設するなど規模の拡張を続け，……月産２億５０００万個から
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３億個を誇る世界有数のリードフレーム供給基地に成長した」（１６６頁）という。

敗戦により操業が終息した工場をその従業者６０名から始まった新光電気は２０００年度には国内で

４０００名を超える雇用を実現し，２０２２年度にも４３５７人の国内雇用を維持している。創業時の真空技術・

金属加工技術・金属封着技術のキーテクノロジーを基礎に，それを富士通傘下に入ることをいとわ

ず，資金ならびに技術を積極的に導入することを手段として半導体パッケージ量産分野に参入し，

さらにその手段をしても得られないメッキ工程は米 GTI社との技術提携，その技術の徹底的な模
倣かつそこでの自己学習を通して確かな技術に磨き上げていく企業の在り方が，その後の積極的な

設備投資，開発投資の続行を後押しし，それはインテル社とのロゼッタネットを通した受注をも実

現させた。技術，開発には様々な機械，装置したがってその資金も必要となるが，このモノ的要素

だけで技術が蓄積されるものではなく，ヒト的要素がモノ的要素以上に必要となる。先に触れた

「Reel−to−Reel連続メッキ装置の第１号機」の自社開発には「開発担当者は社内を走り回って，不
要な部材，はては廃材まで集めて持ち寄り，製造装置を作り上げた」ことが伝統として定着し，「そ

の後幾度もの改良が技術者たちの手によって加えられ，コンピュータ制御となるほど完成度を増し

ていった」（１６４～１６５頁）というのはその一例であろう。

また，１９８６年の日米半導体協定からの半導体不況期に「提案された人員整理案を光延（社長）は

頑として拒絶した。……先のオイルショック時に，企業存亡の危機にあって止むなく実施した人員

整理を，今度は断じて認めなかった。人材こそが企業発展の源泉であるとつねに主張続けてきた光

延にとって，それはあまりにも痛い体験だったからである」（１８８～１８９頁）と記されている。かか

る経営方針もきっと今も堅持されているのであろう。

表―５ 新光電気工業株式会社従業者数の推移（１９９０年度から２０００年度，決算日３月３１日）

所在地 製造品目 １９９０年度 １９９１年度 １９９２年度 １９９３年度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度 １９９８年度 １９９９年度 ２０００年度

本社更北工場 長野市 ガラス端子，セラミック １１１７ １１４３ １１８３ ９５３ ９３２ ８８８ ９２４ ８９０ ８４５ ８６３ １０６２

栗田工場 ガラス端子，セラミック ３７０ ４４８ ３９６ ３５２ ２７１ ２９７ ２８７ １６３ １７６ １２０ ５７

若穂工場 長野市 セラミック９２年度 １４７ ２９５ ３０４ ２４１ ３２１ ５９３ ６４３ ７６６ ５７８

高丘工場 中野市 リードフレーム １０３４ １０５１ １１２１ １１６６ １２３２ １１７５ １２４１ １０７４ １０６４ ９９４ １０８６

新潟県新井工場 新井市 ICアセンブル ７１０ ７７５ ８６２ ８９７ ９３５ ７５１ ８３９ ８６９ ９５１ ９９８ １０１２

新潟県京ヶ瀬工場 京ヶ瀬村 リードフレーム ２５ ３３ １１８ １８６ ２０１ ２１３ ２１７

新光開発センター 長野市２００３年度開設

国内計 ３２３１ ３４１７ ３７０９ ３６６３ ３６９９ ３３８５ ３７３０ ３７７５ ３８８０ ３９５４ ４０１２

資料：新光電気工業株式会社有価証券報告書より作成。

表―４ 新光電気工業株式会社従業者数の推移（１９６０，７０，８０年代）

工場 所在 １９６４１９６７１９６９１９７１１９７３１９７５１９７７１９７９１９８１１９８３１９８４１９８６ １９８８ １９９０ 主要製品

新光電気

栗田工場 長野市 ２７０ ４１１ ８６０ ６００ ７００ ７００ ７３０ ９９７ ６５７ ５７９ ５７９ ６１１ ５１９ ８００硝子端子セラミック

更北本社 長野市 １８４ １０５ ３２０ ３５０ ３５０ ３５０ ３５０ ３５０ ４３３ ５０７ ９３５１，０９５１，０９９１，４００硝子端子セラミック

高丘工場 中野市 ２０６ ３６０ ５３９ ７０８ ８７６１，０００リードフレーム

新井工場 新井市 ５００ ICアッセンブリ

新光パアツ
長野市，中野市，
中条村

３０ ３０ １０ １２０ ９０ ８５ ８５ ８５ ７５ １７７ １５０ １３８ １６６
メッキ用薬品，
半導体部品組立

資料：長野県商工課『工場名鑑』に信州地理研究会が調査を加えて作成，出典同［１９９３］５３頁。
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�―１―（４）株式会社山田製作所の創業と事業展開

富士通信機製造（株）須坂工場の協力会社として創業した企業として，山田製作所を挙げておか

なければならない。倒産企業の従業員であった山田兼吉とその仲間３名は１９５０年３月にその倒産企

業から借用した工場と設備で「注射針，ヒーター，電話機のダイヤルのネジ」（貿易之日本［１９９５］，５８

頁）を作り始めたが，ただちに行き詰まるも，朝鮮戦争の特需下で「富士通須坂工場が試作中の自

動箱詰めシステムの電光掲示板部品」（同５９頁）の受注を選択した結果，活路を見いだすことがで

きた。「部品づくりは利益が薄い」ゆえ，「１９５２年に設備・人材を充実させ，念願の金型の分野に進

出することになった」が，納期も守れず，「不良品続出」で，富士通須坂工場の篠田四五が「蒲原

機械社長涌井卯一氏を出資者として紹介して，株式会社への転換を勧め」，１９５３年５月に「山田側

６０％，蒲原側４０％の比率による資本金１００万円の株式会社山田製作所が誕生した」（同前）１２）。

「株式会社山田製作所発足時の設備機械は……旋盤，平面研削盤など８台。主に富士通須坂工場

や小山工場向けの通信機器（電話機の部品）の金型・治具を製造し……翌１９５４年には富士電機松本

工場，５５年には同社吹上・三重両工場と得意先を拡大し，製造品目も電気計器（積算電力計），家

庭電気製品用金型に加え，電磁開閉器の金型・治具と増加するのに伴い，設備機械も平面研削盤や

円筒研削盤など２１台を数えるに至った」（貿易之日本［１９９５］，６０頁）。そして工場移転を目的に増

資を５６年に計画するも，蒲原機械はこれに同意せず，またも「篠田氏の斡旋により，蒲原機械の増

資失権分を新光電気に投資してもらい，事無きを得た」（６１頁）という。篠田四五は富士通信機製

造須坂工場長から転じて１９５５年９月より５８年７月まで新光電気の社長を務めていた（新光電気工業

株式会社史編纂委員会［１９８８］，５１～５２頁）ので，「篠田氏の斡旋」というより新光電気の決定事項

として新光電気からの出資を受けたと解さなければならにないであろう。このように山田製作所は

篠田を通して，富士通信機製造と新光電気という二重の富士通系傘下に入ったといえよう。

こうして１９５６年５月に山田製作所は現在地の戸倉町（現千曲市）に新工場を建設し，「岡本工作

所の６B型平面研削機」，５８年には「ドイツ・カールハウス社製の工具フライス盤」を購入し，「一
層金型の精度が高ま」り，「富士通川崎工場」をはじめ首都圏の得意先が増え，同年８月には川崎

工場の稼働が開始された（６１頁）。６１年には「コンターマシン（孔あけ加工）」，「大型放電加工機」，

「バーチカルミーリングマシン」，「大型平面研削盤」を導入し，第２工場も６２年９月に完成し，「治

具ボーラー（孔あけ加工）」等随時設備機械の高度化を実現していった（６２～６３頁）。

こうしたモノ的要素だけで技術は形成されるわけではなく，ヒト的要素も必要で，山田製作所で

は富士電機，富士通との提携から得られた技術的蓄積（６４頁）が大きかったといえよう。また１９６９

年２月に山田製作所は「米国ハル社との合弁会社『ジャパン・ハル社』の設立に資本参加した」。「ハ

ル社は樹脂封止法を開発し，モールド機械・金型・治具を一貫して製造，米国内はもちろん欧州諸

国でも高い評価をえていた」。資本参加によりハル社への社員３名の派遣が実現し，そのメンバー

３名は６９年「６月帰国，日本で初めて半導体封止のモールド金型に挑戦」（６６頁）したという。１９８１

年１月にはオートモールド装置の製造販売を開始したように１３），その展開はモールドシステム製造

部に発展するものとなる。

同社はリードフレーム事業へも手を広げ，「７１年に日立製作所からリードフレーム用の金型を受

注したのがその端緒となった」（６７頁）。さらにリードフレーム製造そのものにも展開するものとな

る。テキサスインスツルメンツからその引き合を受けたものの，「メッキ工程におけるノウハウを

もたなかったことにより」（同前）この商談は成立しなかったが，「リードフレーム製造分野に一つ

の可能性を見出したことは確実で，その後，同社の柱に育っていく」（同前）。１９７１年２月にリード
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フレームの製造販売を開始し，１９７２年５月にはリード加工機の製造販売をも開始し（同社 HP沿革），
その結果リードフレーム製造部が誕生し，のみならず，リード加工機製造部をも誕生させる展開を

みた。こうしてリードフレーム製造，リード加工機製造，オートモールド装置製造が同社の３本柱

となっていたのである。

ところが１９７４年からその影響が顕著となる第１次石油危機により，７４年の売上高は前年比４億５

千万円の大幅減を記録し，「７５年２月に役員および管理職の自主賃金カット，余剰人員の他事業部

への配転，パートタイマーの再契約中止，新規卒業者の採用中止などを決定し，４月に入ると一時

帰休も実施した」（６８頁）。日本もスタグフレーションへ仲間入りすることとなり，その現れが山田

製作所でこのように示されたのである。

スタグフレーションの主因はエネルギーコストならびに賃金コストの上昇にあり，その克服には

これらコスト上昇分を労働生産性の引き上げによって吸収できる生産体制の再構築が迫られたので

ある。

山田製作所におけるこの再構築の成否をリードフレーム製造部，リード加工機製造部，オートモ

ールド装置製造部に即してみておきたい。これら３製造部に共通する同社のベーステクノロジーは

金型技術である。「まず，各製造部において，設計図面に基づいて材料取りをした後，仕上げしろ

を残して荒取り加工する。荒取り加工では，コンタマシン，溶断機のような切断用機械，旋盤，ボ

ール盤，フライス盤，形削り盤，平削り盤，中ぐり盤などの汎用工作機，および型彫り盤などの専

用機が使用される」。その後の「洗浄・水洗い・乾燥」からなる洗浄処理を終えた鋼材は熱処理工

程にかけられ，「鍛造，鋳造，機械加工などによる内部応力除去を目的とした……焼きなまし，塑

性加工や切削加工性の向上を目的とした球状焼きなまし，高温加熱したときに生じた粗い組織を微

細化し，機械的性質を改善するための焼ならし，鋼を硬化あるいは強さを増すために行う焼き入れ，

焼き入れで発生した内部応力を除去し，用途に応じた硬度とじん性を得る目的で行う焼き戻し」を

行い，「同社工場には，真空熱処理炉，真空パージ雰囲気焼き戻し炉，高圧・高速ガス冷却炉が置

かれ」，熱処理を終えた鋼はリードフレーム製造部，リード加工機製造部，オートモールド装置製

造部に送られ，各製造部の「製品特性に応じた仕上げ加工さらに金型の組立・調整作業へと進んで

いく」（貿易之日本［１９９５］，２５８～２５９頁）。

オートモールド装置製造部では，モールド金型（Molding Dies）内面の平滑性が金型からの樹脂
の流れだけでなく，金型の寿命にもに大きく影響するので，その仕上げ工程は「やすりや手動グラ

インダ，スティック砥石などで行う平滑加工工程，さらに研磨布紙やバフ仕上げをする鏡面仕上げ

加工」が加えられる。「研磨機械のうち NC化されている機械は１０％弱であり，……大部分の作業
が……熟練作業者による手作業である」（２５９頁）。しかしながら同社は「可能なものから，どんど

ん NC化を進めたい」（２５９～２６０頁，宮下紀夫モールドシステム製造部長）意向の下，「モールドシ
ステム製造部では８７年に NC放電加工機を初めて導入し」た以降，「特殊アダプター付 NC放電加
工機を開発する」，さらに NCプログラム「をソフトメーカ―と共同開発する」（２６０頁）こと等含
め NC化を推進してきた。
リードフレームの製造工程はリードとチップを結線するワイヤボンディング工程，それを樹脂封

止するモールディング工程，さらに封止した後で精密金型で曲げたり，切断したり，成形したり，

基板に面実装するトリム＆フォーミング工程の順で進んでいく。「リード加工機の最大の特徴は，

リードフレームの供給部分，切り離し部分，曲げ部分，製品の搬送部分という複数の行程が組み合

わされ，一つの装置として完成しているところにある」（２６１～２６２頁）という。「リード加工機の金
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型は，分割タイプで部品点数が多いため，部品点数をできるだけ少なくするという設計思想に基づ

いて NC化を進め，……８８年４月に初めてワイヤーカット放電加工機を導入した」。ワイヤーカッ
ト放電加工機は「工作物を X―Y平面上において NC装置で制御し，特定の形状に加工することが
でき，……CNCシステムが一般的で，三次元形状など複雑な形状を持つ複数軸同時制御加工も可
能になってき」（２６２～２６３頁）たとはいえ，「リードフレーム金型の心臓部となるパンチ，ダイ，パ

ンチガイドの加工などは，熟練作業者によるミクロの世界への挑戦となる」し，「金型は分割方式

であるため，組み上げ後の精度の確保が高度に求められ，……金型の組立作業ばかりは NC化とい
ういうわけにいか（ず）……やはり，この部分は人間の手に委ねるしかない」（２６４頁）という。先

に記したように，スタグフレーションに対してそのコスト上昇要因を労働生産性向上によって吸収

するほかなく，日本企業はこの使命を生産現場では NC化＝メカトロニクス化によって成就したが，
その黎明期においてはすべて NC工作機械によって実現できるものでなく，NC化の推進と熟練作
業による精度担保が同時に進行していたといえよう。したがって８０年代後半からの日本企業の競争

力の向上は NC化と熟練作業による精度担保の同時進行という脈絡があって実現され，この山田製
作所の事例もそのことを物語っているといえよう。それは一面では NC工作機械の精度が，その制
御ソフトが未熟で，それを補う日本企業の技術力が従業者の熟練技能に大きく依存するという当時

の状況を示していて，NC工作機械が賢くなってくると，日本企業の競争力もその限りではなくな
るという運命を背負っていたと今からでは考えることができるのではないだろうか。

第３の事業柱であるリードフレーム製造については，１９８４年に竣工した吉野工場（当時戸倉町，

現千曲市）が担った。９０年代前半に「製造販売額の約３５％を輸出」（２６７頁）を占めていたという。

多ピン化の製造の効率化を図るために「タンデムプレス」が導入され，１６０ピン以上の製品の製造

に対応させるために設計されたもので，「従来の１次プレス―洗浄―２次プレス―歪み取り処理―

３次プレスの５工程のうち，１次プレス―洗浄―２次プレスの工程を合理化し，１次，２次プレス

を同時に行う」もので，さらに歪み取り処理工程についても熱処理によって矯正する「アニール処

理」を導入し，このアニール処理も同社の金型製造で培った技術の蓄積の成果と考えられている（２６９

～２７０頁）。

山田製作所はこの間に１９８５年のシリコンサイクルによって「重大な経営危機に直面し，……再建

計画（が）８５年３月に八十二銀行から迎えた柘植修一常務取締役が中心となって進められ，約百名

の希望退職を含む自主再建策が打ち出された。これら一連の再建策が軌道に乗った１９８７年，山田正

行社長から柘植社長体制へと移行した」（６９～７０頁）。

表―７ 山田製作所（１９９３年よりアピックヤマダ）の従業者数の推移（１９９０年から２０００年）

山田製作所９２年まで 本社 製造品目（１９９０年） １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

アピックヤマダ 戸倉町
リードフレーム，
トリム＆フォーム装置

７５０ ７８０ ８００ ８４０ ８４０ ８４０ ９５０ ９７６ ９２９ ９９９

資料：長野商工新聞社『長野商工年鑑』各年版より作成。

表―６ 山田製作所の従業者数の推移（１９６０，７０，８０年代）

工場 所在 １９６４１９６７１９６９１９７１１９７３１９７５１９７７１９７９１９８１１９８３１９８４１９８６１９８８１９９０ 主要製品

山田製作所
本社 戸倉町 １７３ １７８ ２１７ ２５０ ２６３ ２５４ ２５６ ２５６ ２５６ ４５０ ６１０ ５４９ ４７０ ６００金型，半導体製造装置

吉野工場 戸倉町 ２１９ １７７ ２２０リードフレーム

資料：長野県商工課『工場名鑑』に信州地理研究会が調査を加えて作成，出典同［１９９３］５８頁。
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表―８ 株式会社鈴木の従業者数の推移（１９６０，７０，８０年代）

工場 所在 １９６４１９６７１９６９１９７１１９７３１９７５１９７７１９７９１９８１１９８３１９８４１９８６１９８８１９９０ 主要製品

鈴木
本社 須坂市 １２１ １２８ １５０ １７２ １８２ １８２ １７８ ２０３ ２３２ ２６７ ２６７ ３４８ ３６０ ３３５金型，コネクター

下駒沢工場 長野市 ２９ ３５ ５０リードフレーム

資料：長野県商工課『工場名鑑』に信州地理研究会が調査を加えて作成，出典同［１９９３］５８頁。

表―９ 株式会社鈴木の従業者数の推移（１９９０年から２０００年）

本社 製造品目（１９９０年） １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

鈴木 須坂市 プレス部品，金型 ４１０ ４４０ ４５６ ４６４ ４７４ ４７０ ５０５ ５０５ ５３０ ４９０

資料：長野商工新聞社『長野商工年鑑』各年版より作成。

青木昌彦のいう状態依存ガバナンスの典型例として，経営危機の下で株主銀行による経営参加が

みられたのであるが，さらに１９９３年４月，創立４０周年を機に社名を「アピックヤマダ株式会社」に

変更した１４）。この間，再建期もありながら従業者数は表―６，表―７に示されているように，１９６４年

の１７３人，７３年の２６３人，８４年の６１０人，９０年の８４０人，ピークの２０００年には９９９人と漸次増大し，戸

倉町の有力企業として成長していった。

１―１―（５）株式会社鈴木の創業と事業展開

北信での富士通系の産業集積の中心企業の最後として株式会社鈴木をあげておきたい。同社の有

価証券報告書の沿革によると，創業経緯について「１９３３年６月鈴木和夫が独立して鈴木製作所を創

業。鉱石ラジオの部品用金型を主体に製作を開始。１９４５年６月富士通須坂工場の設立に伴い，長野

県飯山市に戦争疎開。合資会社鈴木製作所に組織変更」と記されている。同社の HP上の沿革では
創業地は「東京都蒲田」とあり，その出身がわからないがスピンオフ企業で，おそらく富士通信機

製造の川崎工場へ金型を供給し，１９４５年６月に富士通信機須坂工場への供給と自らの疎開も重なり，

飯山市に製造拠点を設け，１９５０年に須坂市に再移転したと考えられる。製造品は創業時の金型に加

え，１９５７年１０月に着手されたコネクタコンタクト（電気接触子）の順送型（金型）の生産からさら

にその後コネクターの生産が基軸となっていったと考えられる。また信州地理研究会［１９９３］には

鈴木に関して「かつて富士通須坂工場の仕事がすべてであったが，現在は金型の技術を生かしてコ

ネクター端子製造システムを自主開発している。さらに新光電気に納入するリードフレーム生産工

場を長野市に設立し，研究開発にも力を注いでいる」（５４頁）と記している。従業者の推移は表―８，

表―９のように２０００まで堅調に推移していた。

�―１―（６）北信地方の産業集積を広げた企業群

新光電気，山田製作所，鈴木は富士通信機製造川崎工場，さらには富士電機由来の協力会社とい

える。この三社が中心となって「１７社による富士通須坂工場部品業者協同組合」（信州地理研究会

［１９９３］，４９頁）がつくられ，富士通長野工場との協力関係も伴いながら北信さらに県境を跨いで広

域の産業集積が形成された。

叙上の１７社のうち管見で確認できた範囲で，整理しておきたい。

「昭和１８年１１月企業整備令により製糸業を閉業して１２月富士通須坂工場の下請けをするように

なった」（須坂製糸研究委員会［２００１］，１２０頁）と記した神林製糸は１９５９年に会社組織に改め，株

式会社神林製作所と社名を変更した。製造品目を同社の HP１５）から遡ってみておくと，１９６２年に制
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御基板の組立加工の生産を開始し，１９６５年には洗濯機用のセレクトスイッチの生産を開始した。１９７０

年に洗濯機用の電磁弁，圧力スイッチの生産，１９８５年に温水洗浄便座用の電磁弁の生産，１９８６年に

全自動洗濯機用の圧力センサの生産，９２年には社名をテクノエクセル株式会社に変更し，アルカリ

イオン整水器生産も開始した。１９９６年にドラム式全自動洗濯機用のドアロックスイッチ，流量セン

サの生産，１９９７年には蛇口直結型切替器，温水洗浄便座用のラッチ式電磁弁の生産を開始し，穀物

商から製糸業に転身した後，種々の電子部品さらにはセンサの開発製造へ事業を拡大している。製

品から判断すると早い時期から脱富士通を考えた企業方針を建てられていると考えられる。

飯山精器については１９４４年４月に飯山市で設立し，１９４４年６月に日本無線長野工場の協力工場と

して操業を開始し，ロクロ旋盤による切削加工が創業時技術とみられる。１９４６年１月には富士通信

機製造須坂工場との取引を開始し，その関係で須坂市小山に須坂工場を建設した。１９６３年６月に自

動旋盤，フライス盤を導入し，量産小物部品の受注体制を確立したという。１９７０年７月に電子部品

の組み立てを始め，１９７２年１２月には木島平村糖塚に糖塚工場を建設し，各種スイッチ組み立て作業

を開始した。１９８２年５月に新光電気も工場立地した中野市高丘工業団地にて高丘工場第１期工事を

完了し，NC旋盤・NC自動旋盤を配置して操業開始し，併せて精密プレス加工をも開始し，１９８４
年５月に高丘第２工場工事を完了させ，NC自動旋盤を増設，精密プレス加工部門を新棟に移設し
たという。１９９２年８月には飯山工場を閉鎖し，高丘工場に製造を集約した。そして１９９９年７月に糠

塚工場を閉鎖し，その分もさらに高丘工場に再集約し，通信機部品等の組立加工から撤退し，複合

NC機を備えた機械加工による精密機械加工に特化した体制を整備したと HP１６）では沿革で記され
ている。飯山精器の技術発展も山田製作所のそれと同じような傾向を示していると考えられる。ロ

クロ旋盤による切削加工から自動旋盤，NC旋盤，複合 NC機を導入設置し，NC化の推進と熟練
作業による精度担保が同時に進行しながら，通信機部品用の量産小物から主力業務を精密機械加工

に発展させていったのである。

株式会社広田製作所については同社の HP１７）を基にその沿革を記しておきたい。同社は１９５８年１１
月に須坂市小河原に設立し，富士通信機製造須坂工場の協力会社として固定抵抗器の製造を開始し

た。さらに富士通信機製造長野工場創設に伴って，１９６５年４月に同工場の協力会社として磁気ディ

スク装置関連部品の製造を開始した。そして１９７８年９月には電子機器設計・製造部門を新設した。

おそらく１９７４年の第１次オイルショック後の富士通からの受注量減少への対処として考えられる。

また１９８６年１１月には松川林間工業団地に松川工場新設し，電子機器製造部門を移転。そこに１９８９年

１１月に工作棟を新設し，電子機器の試験機を製造し，さらに１９９６年４月に本社工場にクリーンルー

ムを新設している。１９７０年代央から脱富士通の試みを電子機器設計・製造部門を新設し，クリーン

ルームの新設として実現したことが現在にいたる広田製作所の事業につながっていったと考えられ

る。

尾崎製作所については長野経済地理研究会［１９７６］でおおよそ次のように記されている。１９５６年

須坂市墨坂で「富士通の下請けとして設立，内職を多くもって，電子部品１本の受注生産ができた」

（２９頁）。おそらくその電子部品の中心はコネクターとリレーで，当時農村部の井上分工場，仁礼分

工場，高山分工場を有し，その下で内職を組織していたと考えられる。オイルショックにより富士

通一本からの脱却を図り，「近代化資金をかりて，自動装置の工作機械を導入し……７４年１月には

石川島芝浦の受注をとり，ピストンシリンダー，油圧ピストンのオイルシャフトやトランシャフト

を生産。７５年からは小松製作所のブルトーザーの部品も受け……松本泉精器のエアドライヤーのヒ

ーター……TC電子のステレオアンプの組立」（３０頁）も行っていたという１８）。
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表―１０ 北信各社の従業者数の推移（１９６０，７０，８０年代）

工場 所在 １９６４１９６７１９６９１９７１１９７３１９７５１９７７１９７９１９８１１９８３１９８４１９８６１９８８１９９０ 主要製品

神林製作所

本社 須坂市 ２６９ ２６９ ２８０ ２８６ ２９８ ２８２ ２３２ ２８６ ２９８ ２７７ ３１１ ３８３ ４１４ ４３９家電・電算機部分品

神林電機 須坂市 ３０ ２８ ７１ ８７ ９４ ９５プレス部品

神林興産 牟礼村 ６０ ６４ ６４ ６０ ６０ ６０ ６０ ６０ ５２ ６０ ５９電算機部分品組立加工

飯山精器
市部３工場

飯山市，須坂市，
中野市

５９ ５３ ５７ ７４ ６９ ６６ ５６ １０７ １１８ １２８ １５１ １６３ １６２ １６０
通信機部品，電子機
器部品等

糖塚工場 高山村 ２５ ２５ ２５ ２５ ２５ ３０ ２５ ２３電子通信機器部品

広田製作所 本社 須坂市 ９８ ９７ １３０ １４２ １５０ １２９ ８７ ９４ １１５ １１２ １３４ １４６ １４６ １５０ IC，通信用抵抗器

藤井製作所 須坂４工場 須坂市 ５４ ４４ ４４ ２６ ２７ １７ １７ １８ ２６ ３６ ５７ ５７ ８８ ８１
電子計算機部品，
コネクター，リレー

資料：長野県商工課『工場名鑑』に信州地理研究会が調査を加えて作成，出典同［１９９３］５８頁。

表―１１ 北信各社の従業者数の推移（１９９０年から２０００年）

本社 製造品目（１９９０年） １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

神林製作所
１９９３テクノエクセル

須坂市 各種スイッチ，電子制御回路 ４３７ ４３６ ４３６ ４３６ ４１０ ４１０ ４６０ ４１８ ４１８ ４０８

飯山精器 飯山市 電子部品，通信機部品 ２１０ １９０ １７０ １４０ １１５ １１５ １１５ １１５ １１０ １００

広田製作所 須坂市 磁気装置関連試験設備 １５０ １５０ １６０ １３０ １３０ １３０ １００ １００ １００ １００

尾崎製作所 須坂市 電子部品 １１０ １１０ ６５ ６５ ６５ ６０ ６０ ６０ ６０ ４５

藤井製作所 須坂市 電子部品精密プレス ７０ ７０ ６０ ６０ ６０

資料：長野商工新聞社『長野商工年鑑』各年版より作成。

最後に藤井製作所について。戦前は東京で「動くおもちゃなどで資本蓄積した藤井玩具は，戦時

中仕事ができなくなったのを契機に富士通信機川崎工場の仕事を始めた。戦後富士通信機の疎開先

である須坂に，須坂工場を新設し，下請け専門工場となった」（信州地理研究会［１９９３］，４０頁）と

いう。表―１０に記されているように，主要製品は須坂工場で「電子電算機部品」となっており，こ

れはおそらくコンピューター用コンデンサーのケースと考えられ，市内北原工場では「コレクター，

リレー」となっており，これらは富士通須坂工場関連の下請けと考えられる１９）。

最後に北信地方において富士通系以外で一定の規模の雇用を維持してきた企業としてオリオン機

械，長野日本無線，エムケー精工を表―１２に１９９０年代におけるその推移を示しておく。表外でかつ

閉鎖された工場であるものの，最後に三菱電機長野工場について簡単にみておきたい。１９６９年１２月

に三菱電機京都製作所の分工場として長野市長池に開設された。長野経済地理研究会［１９７６］によ

ると，１９７６年３月時点で従業員数は８００名を数えていたので，大きな雇用受け皿になっていたと想

像される。この下請けから iiyamaをロゴとして独自ブランド PCを量産量販した飯山電機も輩出
したが，これまでみてきた富士通系列の企業同様市部での労働力確保が難しく，農村主婦をターゲッ

トにする分工場での展開もみせた。当時上水内郡の豊田村の福祉企業センター授産所で３０名，三水

村溝口のコーセー電機溝口作業所で６０名，戸隠村のコーセー電機戸隠作業所で４０名，鬼無里村のコ

ーセー電機鬼無里作業所で３５名の主婦を中心に雇用し，「作業内容はプリント基板，配線のハンダ

づけ，イヤホーン等であった」（１５頁）。ところが溝口作業所，戸隠作業所は１９７４年に閉鎖され，鬼

無里作業所も閉鎖予告がなされ，「７２６万円を過疎地振興事業の認可指定により県からの補助を受

け……残り７５０万円ほどは村負担と」（６７頁）して，新工場を建設し，信菱電機（飯田市）に土地建

物を貸与して，１９７５年９月に鬼無里信菱電機株式会社が創業した。しかし，長池工場の１９９８年３月
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表―１２ 北信独立系各社の従業者数の推移（１９９０年から２０００年）

本社 製造品目（１９９０年） １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

オリオン機械 須坂市
環境試験装置，酪農機器，
チルドマン

６５０ ６７０ ７００ ７００ ６８０ ６８０ ６８０ ７００ ７００ ７００

長野日本無線 長野市 電子機器，電源装置，電子部品１，４００１，４５０１，４５０１，５８０ １，５８０１，５８０１，２６２１，２３５１，３３８１，１７９

エムケー精工 更埴市 生活関連機器，オート関連機器 ６４０ ７１０ ７５０ ７５３ ７２５ ６９４ ６６８ ６３６ ６０３ ５３４

資料：長野商工新聞社『長野商工年鑑』各年版より作成。

閉鎖が決定され，その後の穴埋めとされた三菱電機セミコンダクタ（２００３年にルネサステクノロジ

の子会社となる）も２００８年に工場稼働が停止され，ついには２０２２年３月末には本丸の三菱電機京都

製作所の閉鎖も決定されることとなり，鬼無里信菱電機株式会社は日本年金機構で「持ち主不明の

記録のある事業所」に加えられている。

�―２ 坂城町の産業集積

坂城町は戦前主力だった養蚕業が斜陽化した後に企業誘致に成功し，戦後スピンオフによる起業

が陸続し，導入する工作機械の NC化率の高いフレキシブルな生産が町全体として形成され，「坂
城ドリーム」として海外にも注目されたユニークな産業集積を築いた。

坂城町の直近データによると，２０１９年の製造業事業所は１９７事業所（うち３人以下は７９事業所）

で，１９９９年と比較すると３１９事業所（うち３人以下は１３７事業所）から大きく減少しているものの，

製造品出荷額等はこの間に１４３１億５５６７万円から２２２７億７０５４万円に増加している。この２０年間に事業

所は１２２所減少しているにもかかわらず，製造品出荷額等は１．５倍も増えている。陸続とした起業に

よる企業集積の厚みを特徴とする産業集積からハブとなる特定の企業が坂城町全体の出荷額，また

町の雇用を大きく規定する産業集積へとその基本性格をかえてきたと判断してよいであろう。

以下本稿では，坂城町のこの産業集積の形成に焦点を絞って跡付けていきたい。まず解明すべき

は世界恐慌から昭和恐慌の下で養蚕業の続行が無理となった農村地域にいかにして産業集積が形成

されたのか，そしてこの集積はいかにして起業を陸続と実現し，世界的にも注目されたフレキシブ

ルな生産体制を作り上げていったのかが，ここでの課題となる。そしてこの集積の特徴が何故に崩

れて，ハブとなる企業がどのようにして成長できたのかについては，本稿のこれまでの扱い同様別

稿を用意したい。

�―２―（１）坂城工業化の第１期

長野県は１９３２年に「経済改善調査会」を組織し，工業誘致に取り組み，その機運の中で坂城町も

工場誘致を指向し，その嚆矢となったのが「宮野鑢製造所」の誘致であった。宮野鑢製造所が坂城

に移転した理由を宮野鉄工所の元社員の長谷川清治郎氏，ならびにアルプスツール社長（当時）の

宮野弘氏の回顧録を基に記しておきたい。長谷川氏によると１９２９年に亀戸で宮野ヤスリ店として創

業し，１９３４年に蒲田に工場を新設し，名称を宮野鑢製造所と改め，「その後も海軍や陸軍の監督工

場にもなっていた」（坂城町・坂城町商工会［１９８８］，１２９頁）という。その蒲田の工場について，

宮野氏は「六郷橋の近くの河口間近のところで，……ヤスリの……ギザギザした歯形の，鋭利な先

端の部分……が，塩分を含んだ風によって錆びてしまうことがあ」り，「そのため父（宮野利盛氏）

はヤスリの製造に適した場所を探して」，「長野県では，松代，屋代，戸倉，上田なども見て回り」

（坂城町・坂城町商工会［１９８８］，１７８頁），その情報が電車で宮野利盛氏と居合わせた寿製薬初代社
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長の父の冨山良三氏を通じて県庁に伝わり，それを聞きつけた春日哲坂城町長が宮野氏にかけあい，

宮野氏が坂城に「最終的に落ち着いた」（同前）という。「結局，北信ではいちばん気候などに恵ま

れた坂城を選んだということです」（同前）と宮野弘氏が述懐されているが，後ほど触れるように

宮野鑢製造所の誘致が後に宮野鑢製造所の技術，モノづくり風土を坂城に広め，それらが坂城の当

たり前のものとして定着し，独自の産業集積形成の第１歩をなしたと考えられる。宮野鑢製造所の

坂城での事業開始は１９４１年４月なので，富士通信機製造の須坂工場（１９４１年１２月），大和工業（の

ちの諏訪精工舎→セイコーエプソン）の誘致（１９４２年５月）に先駆けている。

さらに戦時下坂城では企業誘致・起業疎開は以下のように継続する。１９４３年には日本発条坂城工

場が誘致され，大崎製作所が疎開した。大崎製作所は五反田の工場が空襲で焼け，社長の大崎博氏

は「プラスチックの金型製造については，日本における創始者の一人で」（坂城町・坂城町商工会

［１９８８］１３２頁），坂城工友会の初代会長も務めた。１９４４年には都築製作所が疎開で，１９４５年には３

月の空襲で日本橋箱崎町の工場が被害にあった（同書，１３７頁）中島オールミシン製造所が疎開で，

また空襲の被害にあった日置電機も疎開で坂城で事業活動を始めた。地元企業では戦中では栗林製

作所が１９４４年に創業しているが，戦後１９４６年に柳沢螺子製作所，信州ばね，力石化工，４７年には日

精樹脂工業，マルゴ製作所，４９年には寿製薬が操業する。また商工会の基となる坂城工友会が１９４７

年に設立され，行政面でも１９５７年に「坂城町工場誘致条例」が制定され，５９年にさくら光機が，６０

年には世紀紡績が誘致され，坂城町・坂城町商工会［１９８８］ではこの１９４１年から１９６０年ごろまでを

「坂城工業の勃興期，揺籃期」（３２頁）ととらえている。

この期に坂城産業集積の土台が築かれ，この土台は，首都圏から疎開し，戦後坂城に残った企業

がもたらした地元企業への貢献により築かれた部分が大きいといえよう。地元企業は空襲でも守り

抜き，坂城に運ばれた機械の貸与を受け，また疎開企業から仕事の紹介も受けた２０）。

また宮野鑢製作所については自動旋盤の開発とその商品化ならびに坂城での普及について注目し

ておかなければならない。１９４６年ジッポを模したオイルライターの発火ヤスリの注文を各地から受

けるようになり，「当時は手動のタレット旋盤を使っていた」（坂城町・坂城町商工会［１９８８］１３３

頁）が，それでは全く追い付かず，「昭和２３年頃に，スペンサータイプの自動旋盤を入れ」（同書，１７９

頁），「その機械や，その後導入したものにもさらに改良を加えて，「AL―S２５型の自動盤」を１９４８年
に完成し，７万円と「生産に要する経費」と変りない破格で販売した（同書，１８０頁）。その結果こ

の自動盤は坂城に普及し，一時期（昭和３４年頃）は，オートバイや自動車の部品造りをする町の工

場のほとんどには，宮野の自動盤が入っていた」（同書，１３０頁）という。勿論坂城だけでなく，「自

動盤の注文は，東京など各地から舞い込み，生産が間に合わない」（同書１８０頁）事態にいたったと
マ マ

いう。また「この開発と販売が成功して，会社は昭和２７年，宮野鑢製造（株）から（株）宮野鉄工

所に社名を変更した」（同前）２１）。

創業時のヤスリ製造から機械・同附属品メーカーへ企業展開を遂げ，このビジネスモデルは坂城

町の企業には現実の，ありうる発展パターンとして認識されていったと考えられる。また坂城の企

業はこの段階で自動旋盤の導入をその効果の認識とともに実際に経験したことは，のちの NC工作
機械の積極的導入へ道を高速に拡げるものとなったと考えられる。そして何よりも機械加工の中小

企業を誘致できたことが，坂城を中小企業によるモノづくりの産業集積に形成せしめた歴史的意義

は大きいといえよう。
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表―１３ 坂城町製造業の創業時期（１９８１年）

１９４４年以前１９４５～５４年１９５５～５９年１９６０～６４年１９６５～６９年１９７０～７４年１９７５年以降 不明 計

プラスチック金型・
成形加工

０ ３ １ １２ １８ ２４ １５ ３ ７６

機械金属 ４ ４ ９ ２９ ５８ ４０ ２３ ０ １６７

電気機械器具 １ １ １ ２ ６ ５ １０ １ ２７

輸送用機械器具 ０ ２ １ ４ ３ １ １ ０ １２

資料：「企業ハンドブック１９８１年」，ただし引用は坂城町・坂城町商工会［１９８８］１０２頁。

�―２―（２）坂城工業化の第２期

坂城町・坂城町商工会［１９８８］では，坂城町の工業化の第２期を１９６０年ころから１９７５年頃と考え

られている。その特徴を「誘致企業や主要企業で技術を習得し，分離独立し事業を開始した企業の

多い時期」（３２頁）という点にみいだされている。表―１３を一瞥してその事実は直ちに判明できる。

図―２は誘致企業・主要企業からのスピンオフした企業の系譜を示したものである。「最初は材料か

ら技術，製造，販売，それに不足資金まで，一切面倒を」（坂城町・坂城町商工会［１９８８］，１５４頁）

中島氏に見ていただいたと述懐されているアガツマ精機は「昭和３０年の後半頃には，ミシンの針板，

角板のメーカーとして国内市場の８０パーセントを占める」発展をみせ，また都築製作所からスピン

オフした竹内製作所は自社ブランドを持つ完成品メーカーとして，ミニバックホーではトップメー

カーになった。こうしたことから「坂城ドリーム」と呼ばれるように，坂城町は注目されるように

なった。

表―１３から，坂城町の産業集積の中でプラスチック金型・成形，所謂「成形屋」が多かったこと

もその一つの特徴をなすものと考えられる。高度経済成長をもたらした需要要因である「三種の神

器」を想起すると，これら家電製品に用いられる電子部品，デバイスの製造に次第にプラスチック

が用いられるようになり，こうした小物のプラスチック成形の膨大な需要が坂城のプラスチック成

形を支えた一つの要因になっていたといえよう。坂城で独立した企業は「そのほとんどが機械金属

業種として下請・部品加工企業」（４０頁）で，まさに高度経済成長下の大量生産方式に下請・部品

加工の企業集積として組み込まれていったと考えられるのである。宮野鑢製作所がヤスリの生産か

ら自動旋盤の生産に発展したように，プラスチック成形に関しても，そこから射出成型機の生産に

発展した日精樹脂工業，さらにそこからブロー成形機でトップメーカーとなった日精エーエスビー

（のちに小諸市に転出）の事例も銘記しておかなければならない。

�―２―（３）坂城工業化の第３期

１９７３年秋の第４次中東戦争が引き金となって石油危機が生じ，日本でも高度経済成長にとどめが

さされ，スタグフレーションに突入する。ここで日本企業は省エネ化，省力化をME技術革新に
よって実現し，スタグフレーションのエネルギーコスト，労働コストの上昇要因を生産性向上によっ

て吸収し，スタグフレーションを克服することができたが，坂城町はMEの生産活用，メカトロ
ニクスを鋭意に実現し，さらなる発展のステージに進むことになる。坂城町産業集積の発展の第３

期である。

第１次石油危機後の１９７５年以降１ドルが８０円を超えた１９９５年までをこの第３期として考えている。

この期間において日本企業はME革命の先発性利益を輸出を通して実現し，輸出大国化，経済大
国化し，“JAPAN as No．１”と呼ばれるまでに絶頂期を迎えた。その中でも坂城町はメカトロニク
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図―２ 坂城町製造業分化系統図（１９８８年１１月現在で確認された主な企業）

資料：出典は坂城町・坂城町商工会［１９８８］，３３０～３３３頁，引用は信州地理研究会［１９９３］，１４２頁より。
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ス化を先進的に実現し，その結果，坂城町・坂城町商工会が対応した視察・取材・調査は１９８４年度

に１２３件，１９８５年度に１０４件を数え，海外からも注目された。坂城町・坂城町商工会［１９８８］によれ

ば，「現在 NC等，従業員が数人の零細企業に至るまで約６００台導入されている」（２３５頁）と記録さ
れ，NC工作機械の普及が突出した地域であったといえよう。NC化率の高さは，先に述べた宮野
鑢製作所の自動旋盤の開発，その普及という各事業体に刻み込まれた生産効率の追求心にその理由

があろう。当時の NC工作機械はもちろん現在のように優れたプロセッサー，ソフトウェアに支え
られた使い勝手が良いものではなく，まして PCが広く普及する以前のことなので，PC自体の習
得，PC制御の習得が NC工作機械の操作の前提として必要で，坂城町ではこれら機会を１９７０年４
月に開校した坂城町中小企業能力学院で，坂城町・坂城町商工会［１９８８］では「ハイテク技術の普

及に大きな役割を果たしている」（同前）と記されている。

しかしながら，MEの生産活用，メカトロニクス化がグローバルに拡大し，それも NC工作機械
の機能強化・簡便性向上を伴いながら実現されれば，坂城町で享受されていたME技術革新の先
発性利益もその限りではなくなる。このメカトロニクスのグローバルな拡大は企業の海外事業活動

をチャンネルとし，また NC工作機械の機能強化・簡便性向上はデジタル化の進展とともに実現さ
れた。それが現在に至る第４期のこととなる。この第４期の考察は，他の地域の考察同様に，産業

集積の変容過程として，別稿を用意したい。

注
１）広い範囲の電機産業とは現在の産業中分類上の「２８電子部品・デバイス・電子回路製造業」と「２９電気機械器

具製造業」と「３０情報通信機械器具産業」の合計をさすものと理解いただきたい。以下電機産業と記す場合この

広い範囲の電機産業をさす。

２）詳しくは宮嵜［１９９５］を参照されたい。

３）宮嵜［２０２２］において，同じ図を掲載したが，その後に松本市の全製造品出荷額が電機産業の出荷額のものと

なっていることが判明した。本稿においてはその誤りを正しておいた。

４）先にも触れたように集積の縮小・解体をもたらした要因については紙幅の関係で本稿では言及できない。別稿

を用意したい。

５）詳しくは宮嵜［２０１４］，４０～４１頁を参照されたい。またこの２０００年以降の動向についても本稿では紙幅の関係で

言及できない。この点についても別稿を用意したい。

６）県内の製糸業の先進の諏訪地域では，後の片倉組が加盟する開明社が１８７９年に設立し，１８８４年に「天竜川に水

車をかけて運転する揚返所を新設した」（須坂製糸研究委員会［２００１］，３５頁）。郷土誌として評価の高い『平野村

誌』にはこの事情について次のように記されていると須坂製糸研究委員会［２００１］で紹介されている。「共同揚返

場の県下における設立は，須坂東行社におけるものを，その嚆矢とする。開明社の施設がこれに倣う所の多かっ

たであろうことは，蓋し想像に難しくない」と。

７）正確には１８７５年創業の“やまかのう製糸”で，それ以前は穀物商で脱穀用の水車を用いて製糸業を展開した。

屋号はひとやねに叶である。遠藤は元は清酒業で，現在は株式会社遠藤酒造場である。

８）昭栄製糸について，須坂製糸研究委員会［２００１］では大略以下のように記されている。明治１８年平野村で開業

し，大正末年には国内で２４工場，朝鮮にて２工場，１６０００釜を有した山十製糸が昭和恐慌，世界恐慌の影響を受け

大量の負債，倒産の危機を迎え，安田銀行の最高顧問であった高橋是清元総理が安田銀行幹部を説得し，安田銀

行の全額出資による昭栄製糸が昭和６年３月に誕生し，翌７年に昭栄製糸は安田銀行須坂支店の援助を受けて，

越六郎（越寿三郎が結成した山丸組は昭和５年６月に倒産し，その後従業員が山丸共栄会社を設立し再興をはかっ

た）所有の３事業所（９２２釜）を買取り，須坂工場として創業することになった（１０６頁，１１２～１１３頁）。

９）この企業整備令によって「昭和１８年以降，長野県内に疎開した工場の７０％以上は航空機関係工場であり，１９年
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には軍需省の指令により県航空機増産推進本部が設けられ」（新光電気工業株式会社史編纂委員会［１９８８］，２８頁）

た。

１０）事実六所静一は次のように述懐している。

「特に片倉製糸の須坂工場を買収しようと考えついたのは，長野県の人は頭脳明晰と聞いていたこともあるが，

私がかつて古河鉱業の鉱石係として須坂の近くの米子鉱山に硫黄調査に行った時，須坂に２，３日滞在して環境

が非常にいいという印象を持っていたからである」（富士通信機製造株式会社［１９６４］，６８頁）。

１１）富士通部品はその後信越富士通と社名を改め，プリント基板事業を続けていたが，２００２年の富士通の大掛かり

なリストラでプリント板事業を富士通から分社・独立した富士通インターコネクトテクノロジーズ（FICT，長野
市）に２０１２年１２月に吸収合併されることが公表された。

１２） 山田兼吉は横須賀生まれで，富士電機川崎工場に機械工として働き，１９４４年春に疎開工場候補の上田にその工

場立ち上げ責任者として派遣されていた（貿易之日本［１９９５］，５９～６０頁）。そのさなかに２度目の招集にあい，

富士電機上田工場の立ち上げにはかかわることができなかった。この富士電機上田工場（ポットモーター等製造，

従業員４００名）は戦後の受注難で閉鎖されていたところ，富士通信機製造がこの工場を１９４６年５月１日に引き継ぎ，

同社の上田工場として開設し，自動交換機のラインスイッチの組立から共電式交換機の製造もおこい，従業員も

４８年度には約５００名に達するも，４９年８月３１日に同工場は閉鎖され，人員整理も完了されたと富士通信機製造株式

会社［１９６４］では記されている（９４～９６頁，２０１頁）。

蒲原機械については１９４０年に新潟県西蒲原郡燕町（現 新潟県燕市）に設立した株式会社金岩工作所を１９４４年１１

月に富士通信機製造株式会社が全株式を引き受け，社名を「蒲原機械工業株式会社」に改称し，富士通信機製造

の完全子会社となり，同社は１９４６年１月に電話機部品および交換機部品の富士通信機製造への納入を開始，１９５６

年１１月に表示装置の設計・製造・試験の一貫生産を開始した。現在は富士通フロンテック株式会社。

https : //strainer.jp/companies/2273/history
https : //www.fujitsu.com/jp/group/frontech/about/history/

１３）アピックヤマダ株式会社２０１９年度有価証券報告書の沿革を参照した。

１４）APICは ADVANCE，PRECISION，INTELIGENCE，CREATIONをキーワードに組み合わせたものという，貿易
之日本［１９９５］７０頁。

１５）神林製作所，現在テクノエクセルの HPは https : //www.exl.jp/company/profile/
１６）飯山精器の HPは https : //iiyamaseiki.co.jp/

飯山精器に関する本稿の記述はこの HPによる。ちなみに現在の主力製造品は油圧バルブ部品，流体機器部品，
その他産業機械部品で，従業者数は６０名と記されている。また保有設備に関しては CNC複合自動旋盤が３７台，NC
自動旋盤が１０台，NC複合旋盤が６台，マシニングセンターが３台，ワイヤーカット放電加工機が１台，NCセン
ターレス研削盤／研磨機が２台，NC円筒研磨機／研削盤が１台，バフ研磨機が２台，工場顕微鏡が８個，画像測
定器が２台，真円度測定器が１台，真空洗浄乾燥機が１台，自社開発機械が１台と記されている。

１７）広田製作所の HPは https : //www.hirotass.co.jp/
この HPでは現在の事業内容を電子機器・メカトロニクス製品の設計・試作・評価・量産工程を一括対応，イン

ターフェース技術開発（ストレージ・通信機器・半導体制御機器など），HDDデータコピー・消去・簡易試験機販
売，各種製造試験設備・情報機器・車載用コントロールユニット開発・設計・製造，各種メカトロニクス製品及

び，治工具類の開発・設計・製造と紹介している。

１８）尾崎製作所はしかしながら２０１６年２月に登記を閉鎖した。

１９）藤井製作所は残念ながら現在その存在は確認できないが，表―１１に示されているように，長野商工新聞社の年鑑

では１９９６年以降の記載がないので，おそらくこの年に操業停止になったとも考えられる。

２０）宮入製作所の宮入氏は大崎氏に関して「機械が欲しいと言えば，『じゃあ，持ってきてやるわ』と……別にお金

を請求するわけでもなく，貸してくれたんです」（坂城町・坂城町商工会［１９８８］１３３頁）と述懐している。仕事

の受注，紹介については栗林製作所の栗林英雄氏は「あの頃中島さんはリッカーのアームヘッドを造っていまし

たが，それがあるのでミシンの仕事がきたんだといえます。吾妻さん（マルゴ製作所からアガツマ精機に改称）
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は，随分プラスになっていると思います。当時柳沢さんも，都築さんもミシンの部品をやっていました。みんな

中島さんとの関係や付き合いから始まっているのではないでしょうか。……また，坂城に型屋が多いのも，大崎

さんの仕事があったからだと思います」（同書，１４９頁）と述べられ，実際に柳沢氏は「ミシン部品の仕事を紹介

してくれたのは，中島オールの中島さんでした。ある時，『どうだ。やってみないか』と言われて始めたのが，ミ

シンのリング天秤を造る仕事です。昭和２８年か２９年頃だったと思います。最初に納入した先は，蛇の目ミシンで，

次第にリッカー，ハッピーと，取引も増えていきました」（同書１４０頁）と述懐されている。また日精樹脂工業で

も「当時（昭和３０年代初め）は中島さんの紹介で，リッカーミシンに，プラスチック製のケースを納入するとい

う仕事などもありました」（坂城町・坂城町商工会［１９８８］１７６頁）と１９８８年当時日精樹脂の島喜治社長は述懐さ

れている。中島オールミシンは１９６０年代にタイプライターの製造に主力を置くようになったが，リーマンショッ

ク後の円高，デリバティブ取引の失敗等が要因となって，２０１９年１月２５日に東京地裁に民事再生法適用を申請し

た（日本経済新聞１月２９日）。

２１）その後宮野鉄工所では１９５８年に「ライター，ヤスリ部門を鉄工所から独立させ，（株）宮野製作所を設立し」，「鉄

工所は上田市に移転し」（坂城町・坂城町商工会［１９８８］１３０頁）た。（株）宮野製作所は１９６９年に株式会社アルプ

スツールに改組し，現在にいたっている。また宮野鉄工所は１９８５年に株式会社ミヤノに社名変更し，さらに２０１１

年にシチズンマシナリー株式会社と経営統合し，シチズンマシナリーミヤノと社名が変更したのち，２０１５年には

シチズンマシナリー株式会社にさらに社名変更された。
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